【重要】在宅でのサービス提供については、次のことを十分留意した上で申請してください。

「就労系障がい福祉サービスのサービス提供は、利用者の状態や訓練の進捗状況等を直接確認しながら、作業に伴う指導や相談等を随時行う必要があり、原則として対面での支援を行うことが求められています。したがって、在宅での支援は、事業所職員による直接の支援が行えない限り、対面での支援より質の高い支援内容が求められます。」




在宅支援における提供計画書
記入日　　　　　　年　　　月　　　日
Ⅰ　対象者に関すること
	名前
	
	受給者証番号
※新規申請者は不要
	

	生年月日
	年　　月　　日　（　　　歳）
	
	

	在宅サービス利用頻度
	日／週
	通所の有無
	有　・　無

	①在宅支援が
必要な理由
	

	②在宅支援の
訓練・支援内容
	

	③在宅支援による
支援効果
	


※上記①～③の内容によっては、在宅支援を認めない場合があります。

Ⅱ　事業所に関すること
	サービス提供事業所
	事業所番号
	

	
	事業所名
	

	利用サービス
	□就労継続支援A型　　□就労継続支援B型　　□就労移行支援

	在宅支援における要件
	判　定

	（ｱ）
	在宅利用者が行う作業活動、訓練等のメニューが確保されていること
	適　・　否

	（ｲ）
	1日2回の連絡、助言又は進捗状況の確認、日報作成を行うこと。作業活動、訓練等の内容等に応じ、1日2回を超えた対応を行うこと
	適　・　否

	（ｳ）
	緊急時の対応ができること
※事業所の職員が利用者の元に速やかに駆けつけ、緊急時の対応ができること
	適　・　否

	
	事業所から自宅までの距離
	km
	事業所から自宅までの所要時間
	分
	移動手段
	

	（ｴ）
	疑義照会等に対し、随時、訪問や連絡等による必要な支援が提供できる体制を確保すること
	適　・　否

	（ｵ）
	事業所職員による訪問、利用者の通所又は電話・パソコン等のICT機器の活用により、評価等を1週間に1回は行うこと
	適　・　否

	（ｶ）
	月の利用日数のうち1日は事業所職員による訪問又は利用者による通所により、事業所内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと
	適　・　否


【添付資料】 運営規定、在宅支援に係る規定　等
【重要】在宅でのサービス提供については、次のことを十分留意した上で申請してください。

「就労系障がい福祉サービスのサービス提供は、利用者の状態や訓練の進捗状況等を直接確認しながら、作業に伴う指導や相談等を随時行う必要があり、原則として対面での支援を行うことが求められています。したがって、在宅での支援は、事業所職員による直接の支援が行えない限り、対面での支援より質の高い支援内容が求められます。」




【記入例】　在宅支援における提供計画書
記入日　　　　　　年　　　月　　　日
Ⅰ　対象者に関すること
	名前
	福山　太郎
	受給者証番号
※新規申請者は不要
	0000111111

	生年月日
	2000年1月1日　（26歳）
	
	

	在宅サービス利用頻度
	3日／週
	通所の有無
	有　・　無

	①在宅支援が
必要な理由
	①～③は具体かつ詳細に記入してください。
※記入にあたっては、本人へのアセスメントを必ず実施してください。
※支援効果が判断できない場合、在宅支援は認められません。


	②在宅支援の
訓練・支援内容
	

	③在宅支援による
支援効果
	


※上記①～③の内容によっては、在宅支援を認めない場合があります。

Ⅱ　事業所に関すること
	サービス提供事業所
	事業所番号
	3411111111

	
	事業所名
	就労継続支援B型事業所ふくやま

	利用サービス
	□就労継続支援A型　　■就労継続支援B型　　□就労移行支援

	在宅支援における要件
	判　定

	（ｱ）
	在宅利用者が行う作業活動、訓練等のメニューが確保されていること
	適　・　否

	（ｲ）
	1日2回の連絡、助言又は進捗状況の確認、日報作成を行うこと。作業活動、訓練等の内容等に応じ、1日2回を超えた対応を行うこと
	適　・　否

	（ｳ）
	緊急時の対応ができることおl
※事業所の職員が利用者の元に速やかに駆けつけ、緊急時の対応ができること
	適　・　否

	
	事業所から自宅までの距離
	５　km
	事業所から自宅までの所要時間
	３０分
	移動手段
	[bookmark: _GoBack]車

	（ｴ）
	疑義照会等に対し、随時、訪問や連絡等による必要な支援が提供できる体制を確保すること在宅サービス利用における要件（ア）から（カ）までをすべて満たす必要があります。

	適　・　否

	（ｵ）
	事業所職員による訪問、利用者の通所又は電話・パソコン等のICT機器の活用により、評価等を1週間に1回は行うこと
	適　・　否

	（ｶ）
	月の利用日数のうち1日は事業所職員による訪問又は利用者による通所により、事業所内において訓練目標に対する達成度の評価等を行うこと
	適　・　否


【添付資料】 運営規定、在宅支援に係る規定　等
